
 

 

 

 

（経営管理部）   ○付は新規 
（単位:千円） 

事  業  名 予 算 額 
左  の  財  源  内  訳 

説                 明       
国庫支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

〔財政課〕 

 1公債費 

 

100,595,160 

   

717,708 

 

99, 

877,452 

 

 県債の償還等に要する経費 

 1 元金                 92,437,425千円    

 2 利子                  8,157,735千円    

2積立金 564,519   564,519   各基金の積立に要する経費 

 1 財政調整基金積立金            172,732千円    

 2 県債管理基金積立金            334,174千円 

 3 県有施設整備基金積立金           50,297千円 

4 退職手当基金積立金             7,316千円    

〔人事課〕 

3海外派遣研修事業 

 費        

 

920 

   

 

 

920 

 

 

 県職員を海外研修に派遣することにより、職員の国際的視野を広げ、

資質の向上を図るための経費 

 

4総務事務センター

運営費      

195,922   15 195,907  総務事務の集中管理に要する経費 

 

 

〔行政改革ＩＣＴ推

進課〕 

 5行政改革推進費 

 

 

3,430 

   

 

792 

 

 

2,638 

 

 

 行財政改革大綱の推進管理等に要する経費 

1 行政改革推進費                3,097千円    

2 内部統制推進費                 333千円 

6デジタル県庁推進 

 事業費      

3,856,224 78,628  73,642 3,703,954 デジタル技術を活用した効果的・効率的な県政運営の推進等に要す

る経費 

1 マロニエ21ネット整備事業費等       1,068,142千円 
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事  業  名 予 算 額 
左  の  財  源  内  訳 

説                 明       
国庫支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

      2 共同利用型基盤運用事業費          872,635千円 

・債務負担行為 令和９（2027）～14（2032）年度 

          限度額 2,420,320千円 

3 情報システム等効率化事業費             1,268,914千円 

4 業務改善実行事業費等             61,645千円 

5 デジタル人材育成事業費            39,834千円 

⑥情報システム標準化・ガバメントクラウド対応事業費 

                       62,763千円 

7 自治体情報セキュリティ強化対策事業費等  482,291千円    

⑦県庁共創オフィス 

・デジタル基盤整 

備事業費     

99,900    99,900  多様な主体と連携し、とちぎを共に創る県庁を実現するための「共

創促進しごと改革」の推進に要する経費 

1 共創オフィス環境整備事業費        56,100千円    

・パイロットオフィスの設置・検証等 

2 共創データストレージ環境整備事業費    43,800千円    

・外部ストレージ試験導入の設計・検証等 

〔職員厚生課〕 

8職員等福利厚生費 

 

186,046 

   

2,995 

 

183,051 

 

 職員の福利厚生事業等に要する経費 

 1 職員健康管理費              124,477千円    

 2 メンタルヘルス対策費            6,047千円 

 3 労働安全衛生対策費            19,420千円 

 4 福利厚生事業助成費            25,577千円 

5 職員住宅管理費               2,483千円 

6 ストレスチェック事業費           8,042千円 

〔文書学事課〕 

9私立学校助成費 

 

15,467,093 

 

7,634,290 

  

33 

 

7,832,770 

 

 私立学校に対する助成等 

 1 小・中・高校助成費           5,735,192千円    

(1)小・中・高校運営費補助金      5,720,117千円 

   (2)教育改革推進費補助金          15,075千円 

 2 私立高等学校等修学支援事業費           8,310,276千円    
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事  業  名 予 算 額 
左  の  財  源  内  訳 

説                 明       
国庫支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

        (1)高等学校等就学支援金等事業費    8,246,351千円 

  (2)私立高等学校等入学料減免補助金     63,925千円 

3 私立小・中学校等授業料減免補助金       7,392千円 

 4 奨学のための給付金（私立）事業費      301,550千円 

5 学び直しの支援（私立）事業費          3,934千円 

6 私立学校教職員共済補助金          197,059千円 

 7 栃木県私学退職金社団補助金         127,554千円 

  8 専修学校等運営費補助金           45,560千円 

  9 高等教育修学支援事業費           734,389千円 

10 授業目的公衆送信補償金補助金        4,187千円 

〔管財課〕 

10県庁舎等管理運営 

 費        

 

1,387,979 

 

 

  

113,054 

 

1,274,925 

 

県庁舎等の管理運営に要する経費 

 1 県庁舎等運営費              407,811千円 

 2 業務委託費                941,532千円 

3 管理負担金                 38,636千円 

11本庁舎設備等改修 

事業費      

632,679  405,000 134,000 93,679 本庁舎の計画的な改修に要する経費 

1 照明ＬＥＤ化改修事業費                    92,400千円 

 ・債務負担行為 令和５（2023）～15（2033）年度 

限度額 950,000千円 

2 空調制御設備更新工事費           372,526千円 

・継続費   令和８（2026）～９（2027）年度 

・継続費総額 495,000千円 

3 交流無停電電源装置点検修繕工事費      6,327千円 

 4 太陽光発電システム更新工事費         5,500千円 

 5 非常用発電設備点検修繕工事費       23,500千円 

 6 誘導灯設備更新工事費           116,894千円 

 7 航空障害灯更新工事費            5,005千円 

 8 ＥＶインフォメーション制御設備更新工事費 10,527千円 
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事  業  名 予 算 額 
左  の  財  源  内  訳 

説                 明       
国庫支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

12県庁舎等長寿命化 

推進事業費    

2,727,739  2,393,000 332,000 2,739 「栃木県県有建築物長寿命化工事実施計画」等に基づく県有建築物

の計画的な改修に要する経費 

1 衛生福祉大学校本館屋根・防水等改修費   410,826千円    

  ・継続費   令和８（2026）～10（2028）年度  

  ・継続費総額 2,054,133千円   

2 運転免許センター庁舎屋根・防水等改修費 1,008,813千円    

  ・継続費   令和８（2026）～10（2028）年度 

  ・継続費総額 2,201,553千円  

3 県有建築物改修費            1,308,100千円    

  ・対象施設 足利庁舎、小山庁舎、県南体育館、温水プール館、 

とちぎ健康の森、安足健康福祉センター、今市健康 

福祉センター、農業大学校、水産試験場、栃木ヘリ 

ポート、栃木県消防防災ヘリコプター格納庫兼事務 

所、消防防災総合センター、茂木警察署、那珂川警 

察署（14施設） 

 

〔税務課〕 

13賦課徴収費 

 

5,700,404 

  

 

 

227,398 

 

5,473,006 

 

 県税の賦課徴収等に要する経費 

 1 県税徴収費                12,398千円    

 2 税務事務オンライン経費          213,354千円 

 3 税務電算開発費                 4,483千円 

 4 税務管理費                  59,056千円 

5 税収確保特別対策事業費           4,514千円 

6 次期税務システム導入費          309,790千円 

・債務負担行為 令和７（2025）～８（2026）年度 

          限度額 1,137,293千円 

7 次期税務システム運用費          233,533千円    

・債務負担行為 令和８（2026）～９（2027）年度 

         限度額 228,833千円 

8 税務電子申告経費             155,700千円    
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事  業  名 予 算 額 
左  の  財  源  内  訳 

説                 明       
 

国庫支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

      9 徴税経費                4,202,194千円    

  (1)個人県民税徴収取扱費交付金    3,459,000千円      

  (2)特別徴収義務者交付金        538,000千円 

  (3)地方消費税徴収取扱費手数料     120,000千円 

  (4)コンビニ収納手数料等        85,194千円 

10 通知催告等経費              129,951千円 

11 コンピュータ運用管理費          375,431千円 

 

15


